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 大規模な精製能力削減が注目される石油元売り業界 
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 国内の石油製品需要の減少が続くなか、

石油元売り各社は、高度化法(注１)の施行

などを受けて、原油精製能力の大規模な

削減を相次いで発表する一方、収益力強

化に向けた様々な取り組みを進めており、

今後の各社の戦略が注目されています。 
(注１)高度化法とは、『エネルギー供給事業者による非化石

エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な

利用の促進に関する法律』で、石油元売り各社に対し

ては、設備の高度化により効率的な原油利用を促進す

るもの。 

 

減少が続く石油製品需要 

 

石油製品には、自動車向けのガソリン

や軽油、発電所や工場の燃料として使用

される重油、プラスチックなどの原料と

なるナフサなどがあり、幅広く使用され

ていますが、ハイブリッド車の普及など

に伴う自動車の燃費向上や、環境負荷の

少ない天然ガスへの燃料転換などを背景

に、需要は 99 年度をピークに減少に転

じています。とくに、08 年以降は金融危

機に伴う景気低迷により需要は大きく落

ち込んでおり、足元では、東日本大震災

により石油火力発電向けの重油の需要増

により増加に転じていますが、石油製品

の需要は総じて低迷が続いており、結果

として 12 年度の需要は、ピークの約 8

割の水準に止まるとみられています。 

 

高度化法施行で加速する精製能力の削減 

 

このような需要の低下は、石油製品を

生産する製油所の稼働率に大きく影響を

与えますが、石油元売り業界は固定費負 

担の重い装置産業であり、稼働率の低下 

は収益悪化に繋がります。このため、石

油元売り各社は、需要の落ち込みに対し

て、99 年度から主に小規模な製油所を閉

鎖し、08 年度までの 10 年間で 8 製油所、

約 60 万バーレル／日の精製能力削減を

実施しました。この結果、稼働率は収益

確保の目安とされる 80％超の水準を維持

してきましたが、08 年以降の急速な需要

の落ち込みに対しては能力削減が追いつ

かず、08 年度以降の稼働率は 80％を切

る水準で低迷しています。 

このようななか、09 年に高度化法が施

行され、翌年には同法に基づいて石油元

売り各社が達成すべき重質油分解装置装

備率の目標値(注２)が示されました。これ

により石油元売り各社は、多額の投資を

行って同装置を導入するか、製油所の閉

鎖などにより精製能力を削減するかの選

択を迫られることになりましたが、需要

減少を受けて大部分の企業は、精製能力

を削減せざるを得ないとされています。 
 

図表 需給バランスと稼働率推移 
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        資料」を基に弊行作成
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このため、目標達成の期限である 13

年度末に向けて、中大型製油所の閉鎖や

能力削減(原油処理停止)が昨年来相次い

で発表されています。現状では、高度化

法対応について引き続き検討中の企業も

ありますが、仮に業界全体で 13 年度末

までに 08 年精製能力の 4 分の 1 に相当

する 100 万バーレル／日超の能力が削減

されれば、14 年には製油所の稼働率が

80%台半ばまで上昇すると期待されます。 
(注２)精製能力に対する重質油分解装置（重油からガソリン

などの軽質かつ高価格な製品を効率的に精製可能な装

置）の能力の割合を指す。 

 

石油元売り各社が直面する課題 

 

しかしながら、精製能力の削減には多

くの課題もあります。まず、製油所を閉

鎖した場合、従来の販売拠点に他社や自

社の他の製油所から輸送することになり、

状況次第では物流費用が増加する可能性

もあります。また、製油所閉鎖に伴う固

定資産の除却損失や製油所が立地する地

域経済への影響も懸念されています。 

二つ目には、輸入品との競合がありま

す。石油元売り各社では、需給を引き締

めることで石油製品のマージンを改善さ

せることを期待していますが、輸入品と

の競合により逆に価格引き下げ圧力が強

まる懸念があります。現在、石油元売り

各社が主な収益源の一つとしているガソ

リンの輸入比率は数％に止まりますが、

安価な韓国からの輸入ガソリンは、ガソ

リン市況に影響を与えているとみられて

いるほか、中長期的には、中国やインド

などで大規模製油所が建設され、余剰と

なった石油製品が日本に輸入される懸念

もあります。 

三つ目には、長期的な需要の減少があ

ります。石油製品全体の需要減少に歯止

めを掛けるのは難しく、30 年度の需要は

10 年度の７割（電力用を除くベース）の

水準に低下し、とくにガソリンは４割ま

で落ち込むとみられています。かかる場

合、さらなる設備削減が求められますが、

恒常的な設備の削減は企業として縮小均

衡につながる懸念もあります。 

 

今後の戦略の方向性 

 

かかるなか、石油元売り各社では、精

製能力削減と同時に石油製品事業の収益

力向上に向けて様々な施策を進めていま

す。具体的には、①製油所の効率化や需

要が拡大している石油化学製品の能力増

強等による製油所の競争力強化、②大手

ガソリンスタンド事業者買収等による販

売力強化、③グローバルな営業体制の整

備と輸出設備増強等による輸出拡大策、

④海外の現地企業との合弁によるアジア

地域での製油所建設計画、等が挙げられ

ます。 

加えて、従来から手掛ける石油開発や

石油化学事業の強化、需要が伸びている

新エネルギーや天然ガス事業の拡大、な

どの動きも活発化しています。また、過

去から石油元売り各社は、合従連衡など

を進めてきましたが、相次ぐ製油所の閉

鎖で各社単独でのさらなる設備削減余地

は大きくないとの見方もあり、長期的な

業界再編も視野に入れた今後の各社の戦

略が大いに注目されます。   (貫井) 


